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持続的な地域の発展を支える鳥取型建設生産体制の構築

鳥取型の建設生産体制の構築
経済成長 ⇐ 生産性 ＋ 労働者等

・測量設計、事業説明、施工監理、維持管理のすべての過程
を連動させるＩＣＴ活用

・受注者の生産性向上の取組を受け入れる発注者体制の構
築による業務効率化

・中小工事へも応用できるＩＣＴの応用
⇒H31年度：ICT土工事と3次元測量設計の試行拡大、ICT効果

分析によるｼｽﾃﾑ開発、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ活用した業務改善

⇒H31年度：産業人材確保に向けて親を含めた小中学生への魅力発信の充実、工業系以外の高校への支援拡大

鳥取大学との共同研究（ＪＳＴ※１のＳＩＰ※２基金）

・建設産業は人口減少社会の中でもインフラ整備と機能確保により、他産業を含む地域経済を支えるとともに、県内ＧＤＰ6.7％、
県内就労者数7.8％を占める不可欠な産業。
・他産業や他県よりも高齢化と労働力減少が進んでいる中、担い手の確保・育成と、ＩＣＴ等先端技術活用や住民との協働を連
動させ、持続的な地域の発展を支える鳥取型建設生産性体制の構築に向けて、次の主要施策を進める。
・さらに、より一層の「建設生産性向上（i-Construction)」の推進に向けて、取組を展開していく。

※１ JST：国立研究開発法人 科学技術振興機構※2 SIP：戦略的イノベーション創造プログラム
●労働環境の改善 ●技術伝承の補完

●３Ｋから新３Ｋへ魅力ある建設産業への転換

●企業経営の改善 ●災害対応力の強化

●ニーズとシーズのマッチングした人材確保・育成

●早期キャリアビジョン形成による入職拡大、継続支援による早期離職の抑制

●ＩＣＴ活用等の次世代の建設分野の人材育成

●学校、保護者等へ広く情報発信することによるイメージアップ

・住民（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等）へ点検技術を養成（ｾﾐｴｷｽﾊﾟｰﾄ化）
・ＩＣＴ等の先端技術を維持管理へ活用
・点検・補修履歴等のビッグデータを蓄積・分析し、皆が活用
できる システム開発
⇒H31年度：システムの地域実装と評価、点検技術養成、河川・

海岸施設へのシステム導入とアセットマネジメントへ拡充

●維持管理の効率化 ●地域防災力の向上

●効果的な予防保全への発展

●市町村が行う維持管理への支援

H29～
H30

H29～
H32

H28～
H32

担い手確保・育成の推進 （建設分野担い手確保・育成連携協議会）H29.1.12設立

ＩＣＴを活用した建設生産性の向上 住民協働と先端技術等よる効率的な維持管理
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33.8％
（H27)

10.8％

11.1％

33.6％
（H24)

建設業における高齢化の
進展・若手入職者の減少

24％減少
499

654横ばい

304,000

289,500

5％減少 36,600

21,900

41％減少

高齢化進行

入職者減少

H24 H24

建設分野の担い手の現状 （全体数減少、高齢化、入職者減少）

■ 全産業：55歳以上
■ 建設業：55歳以上
■ 全産業：29歳以下
■ 建設業：29歳以下
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・業界関係者からの人材要望
・技術力向上を図る研修
・入職に伴う奨学金拠出

・土木インフラ整備
と維持管理による
機能確保

・ICT活用、新技術による
生産性向上

・技術者が不足する
中での円滑な
土木インフラの
機能確保 プラットホーム

建設業

協会

測量

設計業

協会

高校

大学

人材育成

センター

県

市町村

建設技術
センター

・人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成
・多様なニーズに対応
した研修の企画運営

・情報発信

地域連携ネットワーク構築

担い手確保・育成コンソーシアムの設立

・キャリアビジョンの
早期形成

・入職後の技術力向上
・奨学金による入職促進
・多様な人材の参画

業界・受注者（ニーズ）

人材・入職者（シーズ）インフラ管理者
・発注者

ニーズとシーズの
マッチング

受発注者の生産性向上

人材の確保・育成

効率的な研修の企画運営と、
各取組の共有と情報発信により、
入職拡大と就労継続につなげる
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最低制限価格の推移 H19～ 総合評価方式（制限付一般競争入札）の導入

最低制限価格の引き上げ等の施策により、高校生の県内就職割合や県外流出率は持ち直しつつあると思料されるが、
鳥取県の公共事業費と建設労働者数の将来推計から少子高齢化に伴い将来的な必要数は不足すると推定される

年度 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
他産業就職（県外）（人） 296 269 239 177 231 304 306 342 365 250 264 230 215 211 267 241
他産業就職（県内）（人） 1522 1339 1248 1280 1180 1107 1124 991 954 784 836 888 982 903 901 857
建設産業就職（県外）（人） 17 24 9 16 18 10 17 12 21 26 25 24 28 26 35 26
建設産業就職（県内）（人） 158 170 108 130 102 76 49 53 54 73 80 52 73 87 92 90
全就職者数（人） 1993 1802 1604 1603 1531 1497 1496 1398 1394 1133 1205 1194 1298 1227 1295 1214
建設産業就職（県内＋県外）割合 8.8% 10.8% 7.3% 9.1% 7.8% 5.7% 4.4% 4.6% 5.4% 8.7% 8.7% 6.4% 7.8% 9.2% 9.8% 9.6%
建設産業就職（県外）割合 0.9% 1.3% 0.6% 1.0% 1.2% 0.7% 1.1% 0.9% 1.5% 2.3% 2.1% 2.0% 2.2% 2.1% 2.7% 2.1%
建設産業就職（県内）割合 7.9% 9.4% 6.7% 8.1% 6.7% 5.1% 3.3% 3.8% 3.9% 6.4% 6.6% 4.4% 5.6% 7.1% 7.1% 7.4%
県外流出率（他産業） 16.3% 16.7% 16.1% 12.1% 16.4% 21.5% 21.4% 25.7% 27.7% 24.2% 24.0% 20.6% 18.0% 18.9% 22.9% 21.9%
県外流出率（建設産業） 9.7% 12.4% 7.7% 11.0% 15.0% 11.6% 25.8% 18.5% 28.0% 26.3% 23.8% 31.6% 27.7% 23.0% 27.6% 22.4%
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高校生の建設産業への就職状況

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

他産業就職　県外流出率（他産業） 16.3% 16.7% 16.1% 12.1% 16.4% 21.5% 21.4% 25.7% 27.7% 24.2% 24.0% 20.6% 18.0% 18.9% 22.9% 21.9%

建設産業就職　県外流出率（建設産業） 9.7% 12.4% 7.7% 11.0% 15.0% 11.6% 25.8% 18.5% 28.0% 26.3% 23.8% 31.6% 27.7% 23.0% 27.6% 22.4%
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鳥取県の公共事業費と建設労働者数の将来推計

（労働力：人） （投資額：億円）

2015年労働者数を基に8カ年平均の
建設投資に見合う労働力算出売 ⇒ 38.7人／億

<ケースA>

<ケースB>

日本建設業連合会トレンドで算出

鳥取県の建設労働力の推計

推 計うち有資格者の推計 9,009人
（複数資格による重複なし）
（H27年度鳥取県入札参加

資格者登録データより）

（全国のデータ）

3,057

県内専門高校生の県内建設産業への入職者数が55人/年(近年推計値)を確保できた場合におい
ても、2025年で857～3,057人不足すると推定。
この場合において、2025年までの10年間で86～306人/年の入職者の増加が必要となる。

推計を上回る
公共投資

建設投資額

建設労働力

資料３
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建設産業の求人（需要）と求職（供給）の状況

①建築・土木・測量技術者

②土木作業員

③建設躯体工事の職業（型枠大工、とび工、鉄筋工など）

④建設躯体工事以外の職業（大工、左官、畳工、内装工など）

⑤電気工事の職業

雇用人材総室「鳥取県の有効求人倍率等の推移と分析結果」より

注１ ：求人数、求職者数は、各年度（４月～３月）の月毎の集計値

【データによる傾向】

・建築・土木・測量の技術者及び土木作業員の求人数は増加して

いるが、求職者数は減少。 （H29は求人倍率3～5倍超え）

・躯体工事の職業の求人数は増加しているが、求職者数は150～

200人の一定規模で推移。

・①～③の職種においては、増加する求人数に、求職者数が追い

ついていない。

・躯体工事以外の職業も、求人数が増加傾向にあるが、求職者数

が減少。

・電気工事の職業では、求職者数が緩やかに減少しているが、求

人数が不足している。
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建設業の職業（建設躯体工事を除く） ＊大工、左官、畳工、内装工など

＜東部＞

＜中部＞

＜西部＞

電気工事の職業

＜東部＞

＜中部＞

＜西部＞
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地域別の建設産業の求人（需要）と求職（供給）の状況 ～鳥取労働局 建設分野の就業紹介状況より～

土木の職業 ＊土木作業員など

＜東部＞

＜中部＞

＜西部＞
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【データによる傾向】

• 技術者は県内全域で不足傾向にある。西部（求
人倍率4.92）よりも東部（求人倍率6.07） 、中部
（求人倍率6.40）が不足傾向にある。

• 建設躯体工事の職業（型枠大工、とび工、鉄筋
工など）は県内全域で不足傾向にある。特に東
部（求人倍率12.30）、西部（求人倍率14.47）と著
しく不足している。

• 建設業の職業（大工、左官、畳工、内装工など）
は中部（求人倍率5.32） 、西部（求人倍率2.78）
で不足傾向にある。東部では概ね充足している。

• 電気工事の職業は東部、中部、西部ともに概ね
充足している。

• 土木の職業（土木作業員など）は県内全域で不
足傾向にある。東部（求人倍率2.31）よりも中部
（求人倍率4.49）、西部（求人倍率7.02）が不足
傾向にある。
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公共工事設計労務単価の推移（主要10職種）
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建設技能労働者の離職原因・賃金水準等

※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移

※国土交通省資料：厚生労働省「H27賃金構造基本統計調査」より試算

※（一財）建設業振興基金
「工業高等学校における
建設業界への就職支援等
に関する実態調査H28.6」

資料６
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若手技能労働者が定着しない主な原因資料７
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建設産業における離職状況（３年目までの離職率）資料８
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持続的成長に向けた基軸・・・・・業態別の産業成長と連携活用

建設産業による、安全安心な社会基盤と交通物流インフラがあるからこそ実現できる経済成長

経済の質の変化
・インバウンド
・第４次産業革命
・暮らしの豊かさ追求

新しい成長テーマ
・ものづくり産業 ・ヘルスケア産業 ・医療産業

プラットホーム
・IoT産業

人材不足が成長の足かせとなる危機

2010（H22) 鳥取県経済成長戦略（～H32）
・1人当たりの県民所得向上 ・新規雇用創出
・GDP700億円押上：年率１%成長（潜在成長率0.7%+戦略効果0.3%）

2013（H25） 鳥取県経済再生成長戦略
・生産ピラミッド崩壊後の県内製造業の再生

2014（H26）
2016（H28） 潜在成長率▲0.4%

2018（H30) 鳥取県経済成長創造戦略
・成長を持続できる産業構造の構築

2020（H32）

・人口減少、労働力不足、
雇用ミスマッチ

・生産性の伸び悩み、
潜在成長率の低下

・国内需要縮小、
産業の国際的分業化

潜在成長率 ＝（ 労働投入量 + 資本投入量 + 全要素生産性 ）
持続的な成長のためには、減少する労働力に歯止めをかけ、生産性を向上させること

共通目標 ：「建設産業が社会経済を支えていること」の再認識と対外的発信
・地域に残すべき重要産業としての意識 ・他産業との競争に打ち勝つ ・教育施策としての反映
・経済成長戦略会議、正規雇用１万人会議等において、建設産業の役割と成長の方向性を発信

GDP1.93兆円

GDP1.96兆円
+310億円(44.3%)

GDP2兆円？
+700億円？

生産年齢人口
325千人(2015)

301千人▲8%

226千人(2040)
▲30%

自動車産業
ヘルスケア産業
医療産業
産業人材大学の機能移転

地域資源活用
・農林水産業 ・観光産業

高規格道路網の整備、国際航路の開設、港湾機能強化、定期貨客船運航、クルーズ船寄港増加
自然災害予防のインフラ整備、社会基盤のリダンダンシー確保

持続的な経済成長に向けた方向と建設産業の役割 （鳥取県経済成長創造戦略より）
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建設産業の機能不全により地域が保てなくなる懸念

・除雪体制の脆弱性 1.7人/回
・市町村の技術職員体制
・市町村の橋りょう点検診断の進度 など

鳥取大学
・医工連携
・乾燥地研究
・地域志向研究

米子高専
・医工連携

鳥取短大

学 校
・学 生 ・教 員 ・保護者

職 域
・建設業
・測量調査設計業
・県、市町村

能力開発機関
・建設技術センター ・産業人材育成センター

工業科高校、普通科高校

補うべき人材像とは（量と質）
・技術者、技能者、IoT技術

社会的認知度の再認識
・建設産業のポジション理解、普及

・学生と職場のインターフェイスとしての
学習プログラム

・入職後の継続支援ができる体制づくり
・学生、保護者への分かり易い情報発信
・経営者、市町村の意識醸成

建設分野としての成長基軸

人材育成 生産性向上コーディネート
地域課題として研究、
解決に向けた施策検討

【取組の方向】
・業界として業態成長の意見を聴く仕組みづくり（建設業協会支部、測量設計業経営者）
・市町村首長への地域課題の解決に向けた取組の説明

災害発生時や除雪など、地域を支える建設業として必要なものは？
⇒ 地域課題の解決を図る建設生産体制モデルの構築と実装

持続的な経済成長に向けた方向と建設産業の役割 （鳥取県経済成長創造戦略より）
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鳥取県担い手確保・育成連携協議会の方向性

鳥取県経済成長創造戦略 建設産業を位置付け

建設産業が「業態」として独自の役割と意義を示し、人材確保・育成、生産性向上
を図りながら、地域経済発展のために持続的に成長していくには・・・

各構成員の独自の意見や固有の課題の抽出、業界や地域の実情の把握が必要

協議会が地域に入り込み、課題解決に向けた施策の展開を図る

目標設定 施策展開（案） 試行モデル案

市町村の災害復旧や除雪業
務等が自立できる建設産業の
体制構築

・各構成員の役割の明確化

・地域ワーキング会議の開催

・町村首長との意見交換

・地域高校（シーズ）と業界

（ニーズ）の連携ペアリング

・地域の建設業協会と高校
の連携による人材の確保・
育成

・西部７町村での展開

（強靱化計画策定の連携
スキームを活用）

市町村の公共施設総合管理
計画策定後の具体のストック
マネジメントの方策を支える建
設産業の体制構築

２０
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建設業協会加入業者の雇用状況

164 

400 
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458 88 
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1,200

30歳未満 30～39 40～49 50～59 60歳以上

建設業協会加入業者 雇用状況 （H27年度）

技術者 技能士 事務 その他

358

959
888

1,062

812

（人）

• 建設業の技術者と技能者を合わせた就業者数は50代をピ－クに凸型形状
• 30歳未満の就業者数は極端に減少
• 技術者と技能士の割合は約７：３
• 技能士は年代が低くなるほど全体に占める割合が増える傾向
• 県内の中小総合建設業者は技能士を抱えて自社施工を行っていると思料
• 技能士の実態や資格取得状況等の調査の必要性

➢建設業、測量設計業ともに30代未満の雇用者が非常に少なく、災害復旧、除雪、維持管理等の地域を維持する
ための建設産業を担う人材の確保・育成が必須

➢専門高校の定員が減っている状況において、普通科等からの入職の増加が必要
➢若者の早期離職や企業において人材を育てる余裕がない状況から、協議会によるキャリア形成支援が重要

平成２７年度 雇用状況調査鳥取県建設業協会資料より
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測量設計業雇用状況 （H27年度）

技術 その他

188

322

121

190

261

• 測量設計業の就業者数は40代をピ－クに凸型形状
• 30歳未満の就業者数は減少傾向
• 技術者の割合は全体の88％

平成２７年度 鳥取県測量設計業協会資料より

（人）

２１
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日野郡における人材の育成と確保について ～地域課題の解決に向けて～
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就業者の住所別 年齢構成

日野郡 米子市 西伯郡 倉吉市 県外

（人）

➢就業者の約６割は50歳以上
➢ 50歳以上が占める職種別の割合は高い傾向

技術者61％、技能者57％、事務63％、その他54％
（県平均：技術者50％、技能者43％、事務46％、その他48％）

125

184

➢日野郡内在住の就業者は50歳以上が84％、
50歳未満は67％

➢年配者は日野郡出身者が多い傾向

（人）
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日野郡 米子市 西伯郡 倉吉市 県外

（人）
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35 
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50歳未満 50歳以上

技能者 住所別年齢構成

日野郡 米子市 西伯郡 倉吉市 県外

（人）

10 

21 

1 1 1 1
0

50

50歳未満 50歳以上

事務 住所別年齢構成

日野郡 米子市 西伯郡 倉吉市 県外

（人）

12 

19 

5 
2 3 2 2 3

0

50

50歳未満 50歳以上

その他 住所別年齢構成

日野郡 米子市 西伯郡 倉吉市 県外

（人）

※日給月給制の技能者等

　　職種別　日野郡内在住の割合　　　　（単位：％）

技術者 技能士 事務 その他 計

50歳未満 62 83 77 55 67

50歳以上 82 90 95 73 84

➢ 50代以上の正規雇用（技術者、技能
者、事務）は日野郡在住者が多いが、
50代未満では技術者、その他で日
野郡以外の割合が高くなる傾向
⇒ 今後、日野郡在住の技術者が

減少していく傾向にある

平成30年度における日野郡の雇用状況

２２
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＜考察＞
◼ 日野郡では高齢化が著しく進展（50歳以上の割合：日野郡平均約60%、県平均約46%）
◼ 50歳未満の社員は日野郡以外からの正規雇用が多い傾向

（技術者やその他（日給月給制の技能者等）ではその傾向が強い）
◼ 将来的に災害や豪雪時等の早急な対応に懸念
◼ 技術者と技能者との割合は７：３
◼ 技能者の８割以上は日野郡在住であり、現時点において通常時での技能者数は確保できていると思料

（必要に応じてその他で調整していると思料）

＜地域課題＞
✓ 激甚化する災害や豪雪、老朽化する公共インフラの維持管理等に対応するために、建設従事者の高

齢化、リタイヤに伴う地域技術者等の減少が深刻な日野郡内において、担い手の確保と育成が必須

・ 日野郡内企業の連携した人材育成が難航（研修・訓練場所の創設や提供 等）
※ 一昔前は日野協会で技能系実習で若手育成（現在未実施）、建設キャリアアップシステム、 多能工化、その他の正規雇用化、

早期離職防止のための支援・・・

・ 地域産業への理解と教育機関（日野高校）での情報発信の質の向上による人材確保
※ 一企業のＰＲにとどまらない建設産業の意義・役割を含めた情報発信、一定量の雇用先の確保・・・

　　日野郡在住者と農業（地域）との関わり

技術者 技能士 事務 その他 計

人数（人） 118 59 31 31 239

農業(人） 30 5 10 10 55

率（％） 25 8 32 32 23

［参考］

※事務、その他社員が農業に
関わっている割合が高い

日野郡における人材の育成と確保について ～地域課題の解決に向けて～

２３
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日野高校との地域人材の育成・確保に資する取組の連携
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日野高等学校卒業後の進路先

４年生大学 短期大学 専門学校等 就 職

（%）

44人 43人 51人 50人

＜卒業後の進路状況＞
◼ 日野郡以外から通学する生徒は約７割
◼ 約６割の生徒が就職（県内高校の就職は約２７％）
◼ 日野郡に就職した生徒は就職者の約１割（介護、工場、縫製工場等が多く、建設産業へ就職した生徒はほぼいない）

36 35 
8 8 

31 31 

26 26 

0

50

100

H27年度 H28年度

県内高等学校卒業後の進路先

４年生大学 短期大学 専門学校等 就 職

（%）
4,746人 4,735人

＜日野高校に関する県民の声：2015/07/17＞
（意見）昨年に比べ、地域と交流する動きが鈍化しているが、高校をなくそうとしているのではないか。

（回答）鳥取県立日野高等学校の魅力づくりについては、平成23年度から日野郡3町の行政関係者、教育関係者などで組織する「日野高校の在り方を考える会」で検討され、日野高校魅力
向上コーディネーターを採用して魅力づくりに取り組むことが決定しました。

これを受け、平成26年9月に日野郡3町にコーディネーターを配置していただき、コーディネーターの方には、地域と学校のニーズ等を双方向でくみ上げ、日野高校を地域の人材育成の拠
点として活かすようご尽力いただいているところです。

以降、連携事業に取り組んでいるところですが、連携開始から1年近くが経過し、様々な課題が生じていることは鳥取県教育委員会としても認識しており 、今後は、課題解決に向けた意見
交換会の開催など、学校と地域の想いを共有できる場を設定し、体系的な取組が行えるよう支援していきたいと考えているところです。

現在、日野高校は、地域資源を生かした特色のある教育を作り上げようとしています。
県教育委員会としても、こうした小規模校ならではの特色のある取組を推進している学校に対し、教育の質の維持・向上に向けた支援を継続的に行っていきたいと考えているところです。
今後とも、地域と学校の連携事業に参画いただき、日野高校がより魅力的な学校となるようご協力をお願いします。

＜日野高校と連携した地域人材の確保・育成＞
◼ 日野高校では１年生で企業説明、２年生で職場体験学習（郡内企業で体験）、３年生で就職説明を実施
◼ この取組を単なる企業ＰＲではなく、コーディネーターと連携した取り組みにより、地域実情や建設産業

の意義・役割を伝える場へ質の向上を図る
◼ ２年生から始まる専門学科に総合実習、造園計画、森林応用等の建設産業に関連した科目（測量、ＣＡ

Ｄ等）が設定されており、生徒の進路選択に対する意識醸成や選択した生徒への支援が必要

地域人材の育成・確保

➢ 魅力発信 ： 魅力ガイダンス（進路選択に関する情報や魅力の発信）

➢ 技術力向上 ： 日野建設業協会と連携した現場見学会、測量実習、ＣＡＤ講習等

実施教育課程表 抜粋

２４

技術者 技能士 事務 その他 計

人数（人） 118 59 31 31 239

農業(人） 30 5 10 10 55

率（％） 25 8 32 32 23

　　日野郡在住者と農業（地域）との関わり
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鳥取県ＩＣＴ活用の取組状況と課題
『ICT活用工事』の試行・取組状況

◆ 平成29年度から県工事規模を対象とした、実施要領を策定し
試行を開始。
［発注者指定］土工量5,000m3以上かつ予定価格50百万円以上
［受注者希望］土工量1,000m3以上

◆ 平成２９年度は受注者も試行的に受注者希望型でICT土工に取
り組んでいたが、今年度の受注者希望型における実施件数は現
時点「０件」。

平成29年度実績※経済対策等の
翌債工事含む

平成30年度予定
※11月末時点

発注
者

指定

受注者希望 計
発注者
指定

受注者希望 計

発注
件数

実施件
数

発注件
数

実施件
数

発注
予定

実施件
数

発注予
定

実施件
数

道路 ３ １５ ２ １８ ５ ２ ５ 0 ７ ２

河川 １ １ １ ２ ２ １ ４ 0 ５ １

砂防 ３ １ ３ １ ８ 0 ８ 0

計 ４ １９ ４ ２３ ８ ３ １７ 0 ２０ ３

ICT建機使用による効果

従来の施工

• 2次元測量図を基に
丁張り設置

• 丁張りを目安に重機
オペが操作

• 丁張り設置作業員、
施工時の誘導員が必
要

ICT建機による施工

• 3次元データ作成
• 3次元データをICT建機に

入力し、半自動で施工
• オペはモニターを見て施工
• 掘削面を超えないよう機械

がICT建機が制御
• 丁張り、誘導員が不要

『ICT活用工事』の活用効果・課題（H29試行工事）

◆平成29年度試行工事のうち、４件の工事でICT活用による効果・課題を検証
効 果 課 題

作業
期間

⚫ 『丁張り設置が不要』、『ICT建機の半自動施工による効率化』、『3次元測量による
出来形計測の効率化』、『専用ソフトによる出来形書類作成期間の削減』により、い
ずれの現場でも一定の作業期間の短縮効果が得られた。

⚫ 『3次元設計データの作成』が、施工規模にかかわらず一定の期間が必要。
➢ 中小規模の土工事の場合、左記効果以上のデータ作成期間が必要と

なり、全体として工期短縮が図られない。
⇒ 測量設計段階で3次元設計データの作成が必要（H31年度試行）

コスト ⚫ 丁張り設置に係る資材・労務費用の削減
⚫ 重機誘導の作業員が不要となり労務費が削減 ⇒ 安全面での効果も大
⚫ 3次元測量、データ処理により出来形管理費用が削減

⚫ 3次元設計データ作成費が追加で必要
⚫ ICT建機のリース料が非常に高額

⇒ 土工規模にあった積算歩掛の改定が必要（国交省に要望中）

出来形
品質

⚫ 掘削面を超えないよう機械が制御するため、切りすぎもなく出来形が向上
⚫ 盛土工事では、ブルの巻き出し厚の制御、転圧回数管理がICT建機で自動化され、

出来形、品質の両面が向上

⚫ なし。

人 材 ⚫ 半自動化により、熟練のオペレータでなくても、施工が可能。⇒若手オペも施工可能

資料１０
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鳥取県県土整備部「週休２日モデル工事」取組状況

◆ 鳥取県においては、平成３０年４月から全工事を対象に、受注者希望による試行を開始。

◆ １０月には試行要領の一部改正を行い、現場閉所状況に応じた経費の補正、労務費、機械経費も補正対象に要
領を改正。

◆ ４月からの試行開始以降、１１月末時点で約５０件の工事で試行に取り組んでいる。

週休２日モデル工事 試行実施要領［概要］

◆ １１月末時点において、以下のとおり約５０件の工事で試行中。

平成３０年度 試行件数（11月末時点）

改訂前 改定後

対象工事 全ての工事を対象（相応しくない工事を除く）に、受注者の希望によりモデル工事の対象

対象期間 実工期全体から工期末の２０日前で、
準備、後片付け、夏季・年末年始休暇を含む

工事着手日から工期末の２０日前で、
準備、夏季休暇３日間・年末年始休暇６日間は含まない

経費の補正

週休２日相当の現場閉所(４週８休)を行った
場合に、『共通仮設費・現場管理費』を補正

現場閉所の状況に応じて、『労務費・機械経費・共通仮設
費・現場管理費』を補正

４週８休以上

労務費 －

機械経費(賃料) －

共通仮設費率 １．０２

現場管理費率 １．０４

４週６休 ４週７休 ４週８休以上

１．０１ １．０３ １．０５

１．０１ １．０３ １．０４

１．０１ １．０３ １．０４

１．０２ １．０４ １．０５

道路
改良

災害
防除

舗装
橋梁
補修

トンネ
ル補修

河川
改修

河川
維持

砂防 急傾 治山 下水 その他 計 会社数

鳥 取 １ １ ４ １ １ ２ １０ ６

八 頭 １ １ ９

中 部 ５ ３ １ １ １ １１ ４

米 子 ３ ２ ４ ４ １ １ １５ １２

日 野 １ ２ １ ２ １ １ ２ １ １１ ７

計 ５ ６ １４ ９ ２ １ ３ ２ ２ ２ １ １ ４８ ３８

（工事件数）
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建設業界の声

意見等 対応等

・人手不足を感じるのは、工事が工期等で重なる場合のみ、普段は
感じない。
・絶対無理だろうと思われる工期で発注されることがある。

・債務負担行為の活用や適期施工による計画的な
工事執行

・残業が多く、将来子供の寝顔しか見られないかと思い退職も考え
ている。
・休暇の制度をつくっても、休暇を取らせなくては意味がない。
・1番にお金、２番に休日、3番に仕事内容である。
・天候の影響を受ける建設産業で、労働環境の改善は難しい。

・労働環境の改善（働き方改革、時間外労働の削
減、給与の上昇、週休２日制等）
・建設生産性の向上による３Ｋから新３Ｋへの転換

・建設産業に入ってきても、釘一つ打てない者が近年多い。
・外国人労働者は器用でよく働く。
・出前講座で高校へ行くが、最近、汚れることを嫌う生徒が多い。

・インターンシップやものづくり体験の充実

・地元の大きな企業であることで、家族に就職を進められた。 ・安定した仕事、職場（企業力の強化）

・現場が終わった後、工事書類整理に時間がとられて大変
・検査時、電子ベースと紙ベースの両方を準備するので大変

・情報共有システムの活用
・適正なルールに基づく公正・公平な検査評定

・小学生の時期から建設産業の魅力を伝えていく必要がある。
・若年者の建設の仕事に対する意欲が低下している気がする。

・建設産業の役割・やりがいを理解していただく取
組の充実

・高校生は建設業の内容を把握しきれていないので、入ってみて自
分には合わない（職種、人間関係）と退職する。

・現場見学、インターンシップ等の実践的な支援の
充実や、高校進路担当・生徒と企業との懇談によ
るミスマッチ防止

・学校で学ぶことは少ない。会社で学ぶことがほとんど、現場で学ぶ
のが速い。
・１人で会社に就職し、孤独でやめていく者が多い。
・発注時の積算ミスが多くなっている。
・市町村に検査員がいない。個人で評価が異なる。
・技能系も会社で雇用し、育成していく必要があると感じている。

・協議会による実践的な取組、研修支援等の継続
的な実施
・人材育成に対する意識改革
・市町村のニーズに応じた支援策の検討
・技能系労働者を対象とした取組の実施

・IUターンをもっと積極的に進めないと５年後は大変なことになる。 ・地域の魅力発信と関係機関の連携体制の強化

出典：一般財団法人建設業振興基金資料１２-1

２７



高校現場の声

意見等 対応等

・すぐ上の人との年齢差が大きく、意思疎通が心配。 ・継続的な求人、計画的な工事発注

・完全週休２日制の導入と給与額の改善がされない限り、生徒を就職さ
せる保護者の理解を得ることは困難。
・サービス残業や休日出勤など職場環境の改善が急務。
・生徒は、給料で職業を選ぶ傾向がある。（県内）

・労働環境の改善（働き方改革、時間外労働の
削減、給与の上昇、週休２日制等）
・建設生産性の向上による３Ｋから新３Ｋへの
転換

・小中学生・保護者（特に母親）、教員に対するＰＲをお願いしたい。
・女性から理解が得られていないことが多い。

・建設産業の役割・やりがいを理解していただく
取組を充実し、親子ともに就業意欲が持てるよ
うＰＲ

・生徒は進路先を決める段階で専門の職につきたいが、どんな職種が
あるのかよくわからずにいる。（ミスマッチの要因）

・建設企業の協力による体験学習の充実（イン
ターンシップ等）

・建設業界の人手不足の危機について、長時間労働や事故の多さなど
が原因であることは知っているが、今、建設業界がどのように変わろう
としているのかは、理解していない。
・高校生はやりがいを求めている。キツイとかは知っている。

・小中学生、高校生への建設産業の魅力・やり
がい、建設生産性の向上に係る取組をＰＲ

・担い手協議会の取組は、生徒が建設産業へ目を向けるきっかけと
なっている。 （建設産業への就職希望が増えた。）（県内）

・実践的な取組の継続

・以前より、情報系の授業が増え、建設系の授業時間が少なくなってい
る。（県内）
・高校卒業で入職した生徒はまだ子供、育ててほしい。（県内）
・新人教育を しっかりしているところには生徒を送り込みたい。

・協議会による実践的な取組、研修支援等の
継続的な実施
・人材育成に対する意識改革

・インターンシップ受入企業への助成金があることで学校は企業へお
願いしやすい。（県内）

・インターンシップ受入企業への助成金制度の
継続

・高校は、出前講座等で使う時間が限られており、時間がこれ以上取れ
ない。（県内）
・中学校への取組を希望するが、中学も時間が限られている。（県内）
・普通科高校（進学校）は出前講座等の時間を取るのは難しい。（県内）

・学校現場のニーズに応じたオーダーメイド型
の支援

出典：一般財団法人建設業振興基金、青字は県内高校教諭からの聞取資料１２-2
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